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は　じ　め　に

　最近，日立製作所を始めとした半導体企業は，６４ＭＤＲＡＭ（ｍ・ｇ・ｂ１ｔｄｙｎ・ｍ・…ｎｄ・ｍ

　　　　　　　　　　　　１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
・・・…ｍ・ｍ・・ｙ）の開発に成功し ，２５６ＭＤＲＡＭの開発を本格的に始めている 。このよ

うな半導体企業の動きに対応して ，半導体製造装置企業も６４ＭＤＲＡＭ対応の製造装置
　　　　　３）
をすでに出荷している 。マイクロ プロセッ サにおいても ，ミッ プス ・コソピ ュータ ・シ

ステムズが開発した６４ビ ットＲＩＳＣ型ＭＰＵを日本電気，ＬＳＩロ ジック ，シーメソスな
　　　　　　　　　　　　　４）
ど日米欧の５杜がサンプル出荷している 。

　半導体産業は周知のように先端産業と呼ばれているが，その特徴の一つは技術革新が

速いということである 。とくに，次 々により容量が大きく ，処理能力の高い製品が登場

し， 従来世代の製品と交替を繰り返すという製品技術革新は，半導体産業の大きな特徴

てある 。もちろん，製品技術革新は，生産工程における技術革新抜きに行いえないこと

はいうまでもない。いずれにせよ ，技術革新の連続は新たな需要を拡大させ，半導体市

場を大きくする重要な要因にな っている 。

　技術革新競争を軸とした企業間競争が激しく行われるため，半導体企業が競争優位を

獲得しようとするならは，この技術革新競争を継続しうる研究開発体制を構築する必要
　　　　　５）
にせまられる 。

（６０８）
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　本稿の課題は，目本半導体産業のきわめて速い技術革新を支える研究開発体制のあり

様を明らかにし，そのことが半導体産業の競争力強化の重要な要因とな っていること ，

および日米半導体産業逆転といわれる事態を引き起こす要因ともな っていることを指摘

することである 。

　従 って以下では，次のような順序で課題を明らかにしていく 。第１に，半導体研究開

発上の課題と手法がどうい ったものであるのかを提示する 。第２に，半導体企業の研究

開発体制のあり様を検討する 。第３に，研究開発体制の構築を行うための費用を検討し ，

半導体産業の競争加こ決定的に重要であるこの体制の負担がもたらす重さの意味を明ら

かにする 。

１）日経ＢＰ杜編『日経マイクロ デバイス』１９９１年３月号，８９～９３べ 一ジ ，および『日本経済

　新聞』１９９０年６月７日 ，１９９１年２月１５日付け
。

２）日経ＢＰ杜編『日経マイクロ デバイス』１９９１年９月号，７４～７５ぺ 一ジ，および『日本経済

　新聞』１９９１年５月２７日付け
。

３）　『日本経済新聞』１９９０年９月２３日付け
。

４）　『日本経済新開』１９９１年１０月３日付け 。

５）技術革新や研究開発問題についての議論は，岡本康雄 ・若杉敬明編『技術革新と企業行

　動』東京大学出版会，１９８５年 ：土屋守章編『技術革新と経営戦略』日本経済新聞杜，１９８６

　年 ：西田稔『日本の技術進歩と産業組織』名古屋大学出版会 ，１９８７年 ：伊藤実『技術革新と

　ヒューマン ・ネ ットワーク型組織』日本労働協会，１９８８年 ：児玉文雄［ハイテク技術のパラ

　ダイム』中央公論杜，１９９１年などを参照
。

Ｉ　半導体研究開発の課題と手法

１　半む体研究開発略史

　　（１）製品技術革新

　半導体産業か急速な技術革新を連続的になしとげてきたことは周知のとおりであるか ，

まずごく簡単にその製品開発史を素描してみよう（表１参照）。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）
　半導体産業は，１９４７年のトラソジスタの発明から始まり ，１９５８～９年にＴＩ（Ｔｅｘａｓ　Ｉｎ

・

ｓｔｍｍｅｎｔｓ，Ｉｎｃ）のキルヒーとフヱ ァチャイルト（Ｆａ１ｒｃ
ｈ１１ｄＳｅｍ１ｃｏｎｄｕｃｔｏｒ，Ｉｎｃ）のノイスに

　　　　　　　　　　　　　　　　２）
よっ てＩＣ（Ｉｎｔ・ｇ・・ｔ・ｄ　Ｃ１・・ｕ・ｔ）か発明され，現在につたかる本格的な産業発展の基礎か
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
すえられた。１９７０年代のマイクロ プロセッ サと メモリチ ップの普及を具体的内容とする

　　　　　　　　　　　　　　４）
ＬＳＩ（Ｌ・・ｇ・ Ｓ・・１・Ｉｎｔ・ｇ・・ｔｍ）時代の到来は，半導体産業を大境模化させるものであ った 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
半導体の急速な技術革新を象徴するＤＲＡＭは，いまや１６Ｍヒソトの量産か本格化しよ

（６０９）



１７４ 立命館経済学（第４０巻 ・第４号）

　表１　半導体開発の歴史

・年代 ・主　要　事　項 ・デパイス

１９０４ 二極真空管の発明（フレミング） 真空管
１９０６ 三極真空管の発明（ド ・フォレスト）

１９４７ トラノジスタの発明（バー ディン ，ブラ ッテン） トランジスタ
１９４９ 接合形トラソジスタの発明（シ ョックレイ）
１９５１ 接合形トランジスタの試作（米国ベル研究所）
１９５２ 合金彩トランジスタの生産（米国ＲＣＡ杜 ・レイセオン 杜）

１９５６ シリコントラソジスタの開発
１９５７ ＳＣＲ，ＦＥＴの開発

１９５８ 集積回路（ＩＣ）の開発（ＴＩ杜キルビー） ＩＣ

１９５９ ブレーナ形ＩＣの開発（Ｆ ・Ｃ杜 ノイズ）

１９６２ ＭＯＳ　ＩＣの開発（カニング）

１９６８ １トランジスタ型ＭＯＳ　ＤＲＡＭの構想（デナード），ＣＭＯＳ　ＩＣの

発（ＲＣＡ杜）

１９７０ １ＫＤＲＡＭの開発（インテル杜），ＣＣＤの発明（米国ベル研究所ボ ＬＳＩ

イル）

１９７１ ４ビ ットマイコンの開発
１９７５ ８ビ ットマイコンの開発
１９７６ ６４ＫＤＲＡＭの開発

１９８１ １６ビ ットマイコソの開発
１９８２ １ＭＤＲＡＭの開発 ＶＬＳＩ

１９８５ ４ＭＤＲＡＭの開発

１９８７ ３２ビ ットマイコノの開発
１９８８ １６ＭＤＲＡＭの開発

１９９１ ６４ＭＤＲＡＭの開発 ＵＬＳＩ

（出所）　日本電子機械工業会編「９１ＩＣガイドブ ック』１９９１年，４べ 一ジ ，表２ 。

うとしている 。

　また，１９８０年代に入ると ，ＡＳＩＣ（・ｐＰ１１・・ｔ・ｏｎ・ｐ・・１丘・ＩＣ特定用途ＩＣ）が急速に普及し

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）
始め，ユー ザー・ 二一ズをより反映した半導体が開発される時代とな っている 。さらに ，

化合物半導体や ニューロ チッ プ， 三次元回路素子，ＯＥＩＣ（Ｏｐｔ・・１・・ｔｍｉ・ＩＣ），超格子
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）
素子などの新しいデバイス 開発が次 々に進められている 。

　（２）生産工程およぴ材料技術革新

　こうした製品技術革新を実現しうる生産工程の技術革新も ，当然のことながら並行し

て行われた。生産工程技術革新かあ って初めて ，新しい革新的な製品を大量生産できる

わけである 。例えぱ，微細加工技術の中心的装置である露光装置も ，ＩＣの集積度の向

上によっ て， 密着露光（コンタクト方式，プ ロキシミティー 方式），投影露光（プ ロジ ェクシ

（６１０）
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ヨン 方式），そして縮小投影露光（ステ ッパ方式，電子ビーム 直接描画方式）へと ，微細パ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８）
ターソ がより小さく描ける装置へと置き替っている 。玩在の主流はステ ッパ方式である

が， これも９（ガンマ）線からｉ（イォタ）線，さらにはＫｒＦ（フッ 化クリプトソ）エキシ

　　　　　９）
マ・ レー ザー へと解像力向上のため，より波長の短い光源の採用を行おうとしている 。

　生産工程で使用する材料の技術革新も ，同時に実現してきた。例えぱ半導体結晶は ，

トラソジスタ時代にはゲルマニウム だっ たのが，ＩＣ時代にはシリコソに代わ っている 。

また最近では化合物半導体の生産が増大している 。さらにシリコソウェーハでも ，より

大きいサイズの口 径を採用してきた。サイズの大きい方が，より面積が広く ，たくさん

のチ ヅフ を一度に作れ，大量生産による コストタウノが可能となるからてある 。もっと

も， チッ プサイズそのものが大型化しており ，単位面積当りのチ ップ数は減少傾向にあ

る。１９７０年代前半より ，３ ，４ ，５ ，６イソチと大口 径化し，玩在８イソチサイズ対応
　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
のライソが最先端工場に導入されつつある 。ウェーハを大口 径化するには，ウェーハが

反る問題，表面の清浄度，電気的特性の均一度，結晶欠陥の減少などを解決していく必
　　　１１）

要がある 。

　このように，半導体産業はわずか４０年程の問に，様 々な技術革新を成し遂げたが，そ

の研究開発は，新たな製品の出玩を可能にする生産工程の革新とそれに関連する材料の

革新を含めて行われてきたことを見落としてはならない。いいかえれぱ，半導体技術革

新は，総合的な技術革新に支えられて実現されてきたものであり ，現在の半導体産業が

かかえている研究開発上の課題も多面的な研究開発活動によっ て解決されていく 。従 っ

て， ひとり半導体産業のみならず，半導体を生産する上で欠かせない製造装置を生産す

る産業や様 々な材料を提供する産業を含めて ，研究開発が行われなけれぱならない。こ

れまでの半導体研究開発の歴史は，そうしたものであ った 。

２　ＤＲＡＭの研究開発課題と手法

　（１）ＤＲＡＭの研究開発課題

　上で述べてきた半導体研究開発の歴史を切り開いてきたのは，もっ ばらアメリカの研

究者と企業であ った。これはよく知られているように，半導体産業というものはアメリ

カにおいてまず形成され，日本や ヨーロッバ諸国は，アメリカを追いかけるという関係

が長い間続いたためである 。日本が全体としてアメリカに追いつき追い越すのは，１９８０

　　　１２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）

年代後半に入 ってからである 。玩在では，ＭＰＵなど一部を除き ，メモリ開発でも ，新

デバイス開発でも日本がアメリカに先行している 。また，ステ ッパに代表されるように

（６１１）
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　　　　　　　　　　　　１４）
多くの半導体製造装置開発においても日本が先行しつつある 。

　　ここでは，半導体企業におけるＤＲＡＭ研究開発のあり様に対象を限定し，玩在の半

導体研究開発の課題がどうい ったものであるかを提示する 。ＤＲＡＭを対象に設定した

理由は，日本企業がこの製品開発で主導権を握っており ，かつ研究開発の日本的特徴が

　よくあらわれているからである 。

　　まず，ＤＲＡＭについての簡単な説明をしておこう 。ＲＡＭとはｒ任意の情報を任意

の番地に任意の順序で記憶させ，かつどの番地からも同一の速度で情報を読み出すこと
　　　　　　　　１５）
のできるメモリ」で，とくに「電荷の有無で情報を記憶するために定期的に情報の再書

　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
き込み動作（リフレッシ ュ）を必要とする」ものをＤＲＡＭという 。

　　メモリは，最も大きな市場を形成し，かつ市場規模を増大させているが，これは大容

量のデ ータを処理する二一ズが，各種情報機器の性能の急速な向上によって増大しつづ
　　　　　　　　　１７）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１８）
けているためである。この中でＤＲＡＭは，メモリ市場の過半を占めているだけでなく ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）最先端の微細加工技術が必要とされ，半導体技術を先導するテクノロ ジー・ ドライバー

の役割を果たしている 。そこで，多くの大手半導体企業は，ＤＲＡＭを戦略的製品の一

つに位置づけている 。

　集積度を向上させるための研究開発上の課題はますます高度化し，増大している 。高

集積化を実現するには様々な新しい技術の導入が必要とされ，基本的には，０低電力化 ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
　高速化のための回路，　デバイス技術，＠プ ロセス 技術によっ て実玩されてきた。メ

モリセル自体は，６４Ｍでも１個のトラソジスタと１個のキャパシタで構成されており ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
これまでのメモリと変化はないが，４Ｍ以降は３次元化やそれにともな った多層配線技

術があたりまえの状況になり ，そのためのデザイソルール（最小線幅）もサブミクロン

領域に突入している 。また，クリーンルームも１ｍ３ あたりＯ．１戸ｍの粒子が１０個クラ

　　　　　　　　　　２２）
スや１個クラスの清浄度になろうとしている 。

　６４Ｍを実玩するには解像力０．３戸ｍレベルの微細加工技術が必要とされ，どの世代の

ＤＲＡＭから光源をｉ．線あるいはＫｒＦエキシマ ・レー ザー にするかという点と ，位相 シ

フトマスクをどの光源と組合せて導入するかという点が主要な焦点とな っている 。前者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）．は露光装置であるステ ッパの選択の問題であり ，後者はマスク製造技術の問題である 。

こうした問題が，ＤＲＡＭ研究開発上において ，課題とな っている 。

　（２）ＤＲＡＭの研究開発手法

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
　ところで，ＤＲＡＭは，１９７０年代に入 って１Ｋより始まっ たが，３年で集積度が４倍
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２５）
の次世代製品におきかわるということを繰り返してきている 。このよく知られた世代交

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１２）
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替という現象を，製品のライフサイクルから見ると次のような特徴が浮かび上がる 。

ＤＲＡＭは，３年で世代交替するといっ ても ，旦産開始から生産旦かヒークに達するま

でに４年程度，そして市場から消えていくまでにさらに４年程度を要する製品である 。

つまり ，市場に少なくとも８年程度は存在する製品である 。

　今後の製品のライフサイクルを見ると次のようにな っている（図１参照）。 現在，生産

量のヒークにあるのは１Ｍであ って ，１９８６年に開発に成功し１９８９年に量産化か始まっ た

　　　　　　　　　　　　　　　　２６）
４Ｍは，本格的な量産体制に入 っている 。１６Ｍは１９８８年に開発成功し ，１９９２年より量産化

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
が行われ，さらに６４Ｍが１９９１年に開発に成功し ，１９９５年より量産化が行われるであろう 。
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図１　ＤＲＡＭの世代交替
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　１９８０　　　８１　　　８２　　　８３　　　８４　　　８５　　　８６　　　８７　　　８８　　　８９　　　９０　　　９１　　９２　　　９３

（出所）　日経ｐＢ杜編［日経マイクロ デバイス』１９９０年１０月号 ，４７べ 一ジ ，図７ 。

９４　　　９５　　　９６　　　９７

　量産開始時期（年）

　ちなみに各世代とも ，チ ップ面積，アクセス時間などを メルクマールとして ，第１
，

第２ ，第３世代に小区分できる 。ただし ，１Ｍまで第２ ，第３世代の投入が２年毎であ

ったのが，４Ｍからは１年半に短縮している 。さらに第３世代て設計ルールも製造 フロ

（６１３）
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セスも次世代とまっ たく同じ技術を使用してチ ップを縮小する「カ ットダウン」版が
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
２５６Ｋから始まり ，低価格を武器にした製品の長寿命化が起こっ ている 。何故なら ，ウ

ェーハ１枚当りの取得数がカ ットダウ１■版では多くなり ，コスト削減効果が大きいから

である 。次世代製品はこれまで同様の間隔で登場するので ，， 市場に複数世代が同時並
　　　　　　　２９）
存することになる 。こうしたことが生じるのは，ユー ザー が必要とする記憶容量が複数

のレベルにわかれるためである 。より大容量のＤＲＡＭをエレクトロニクス機器に登載

しようとするユー ザーもいれば，そこまでの容量は不必要だと考えるユ ー一 ザーも存在す

るわけである 。いずれにせよ ，ヵ ツトダウソ版登場とい ったＤＲＡＭ市場の構造変化も

より先の世代の製品開発を求めることになる 。

　従 って ，ＤＲＡＭ研究開発は製品のライフサイクルを見越したものにしなければなら

ない。結論からいうと ，複数世代同時開発ということになる 。旧世代と新世代の問隔が

３年しかないが，研究開発は開発成功までに数年，それからさらに量産化まで４年程度

は要するわけで，世代交替の期間を越えた長い研究開発期間を要する二とを念頭におい

た開発体制を構築することが必要である 。

　ＤＲＡＭ市場で競争優位を確保するには，第１に生産体制の構築が必要である 。市場

で生産量のピークにある世代の製品（１Ｍ）を大量生産し ，収益を上げながら ，その次

の世代の製品（４Ｍ）の量産体制を築かねぼならない。第２に研究開発体制の構築が必

要である 。次世代製品（１６Ｍ）の量産化技術を向上させ，もう一つ先の世代（６４Ｍ）を開

発するための試作研究を行うことが必要である 。そして ，さらにもう一つ先の世代

（２５６Ｍ）の基礎的研究に着手しておく必要がある 。こうした複数世代を時問差はありな

がらも同時並行的に開発 ・生産していくことは，現在のＤＲＡＭ大手半導体企業が市場

において競争を続けるための不可欠な条件の一つとな っている 。

１）菊池誠『半導体の話』ＮＨＫフヅ クス ，１９６７年鳩山道夫『半導体を支久た人 々』誠文堂

　新光杜，１９８０年を参照
。

２）　Ｔ ．Ｒ ．リード（鈴木主税，石川渉訳）『チ ッブに組み込め！』草思杜，１９８６年を参照
。

３）　オーム 杜編ｒ超ＬＳＩ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ＆ＡＰＰＬＩＣＡＴＩＯＮ　ＮＯ．２マイクロ プロセッ サの

　すべて』オーム 杜， １９８５年１１月 ，および同編『超ＬＳＩ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ＆ＡＰＰＬＩＣＡ －

　ＴＩＯＮ　ＮＯ．３ＬＳＩメモリのすべて』オーム 杜， １９８６年３月を参照
。

４）ＩＣは集積度によつ て， ＳＳＩ（ ・」・

規模集積回路素子数１０－１００），ＭＳＩ（中規模集積回路

　素子数１００－１０００），ＬＳＩ（大規模集積回路素子数１０００以上），ＶＬＳＩ（超大規模集積回路

　素子数１０万以上）に分類される 。日本電子機械工業会編『’８６　集積回路ＩＣガイドブ ック』

　１９８６年，７１ぺ 一ジを参照 。

５）『日本経済新剛１９９１年６月２１日 ，７月５日 ，７月２７日付け 。

（６１４）
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半導体企業の研究開発体制（肥塚） １７９

　ＡＳＩＣについての検討は，榎本里司ｒ半導体産業におけるヵスタム 化と企業間関係」中野

安　明石芳彦編『経済サ ーヒス 化と産業展開』東京大学出版会，１９９１年を参昭
。

　日本電子機械工業会編，前掲書，３１～３２ぺ 一ジ ，および同編『’９１ＩＣガイドブ ック』

１９９１年，５２－５３べ 一ジ 。

　同上（１９９１年） ，９７べ 一ジ 。

　それぞれ位相 シフトを採用。日経ＢＰ杜編『日経マイクロ デバイス』１９９１年５月号，４６～

５１べ 一ジを参照。ちなみに，９線の波長は４３６ｍ， ｉ線の波長は３６５ｍ，ＫｒＦエキシマ ・

レー ザーの波長は２４８ｍである 。

　日本電子機械工業会編，前掲書（１９８６年） ，１９べ 一ジ 。

　同編，同１ｊ掲書（１９９１年） ，４１へ 一ソ 。

　同上，１７べ 一ジ 。

　ＭＰＵ，とくに３２ビ ットＣＩＳＣ型ＭＰＵについては，イノテルとモトローラの２杜が世界

市場において ，独占的な供給体制を築いている 。プレスジャーナル杜編『１９９１年版　日本半

導体年鑑』１９９１年，３１７～３１８ぺ 一ジ参照 。

　日本半導体製造装置協会編『ＳＥＡＪ　Ｑｕａ汀ｅｒ１ｙ』第１６号 ，１９８９年１０月 ，１８～１９べ 一ジ参照 。

　エレクトロニクス編集部編『最新　ＬＳＩ用語事典』オーム 杜， １９８８年，８０べ 一ジ 。

　同上 。

　プレスジャーナル杜編，前掲書，２９２ぺ 一ジ参照 。

　同上，２９３ぺ 一ジ ，図３参照 。

　半導体技術全体を牽引していく役割を担う 。松井幹雄『シリーズ世界の企業　エレクトロ

ニクス』日本経済新聞杜，１９８７年，２２０べ 一ジ参照 。

　川本佳史「メモリセルとリソグラフィー 技術の選択が鍵」プレスジャーナル杜編『月刊
Ｓｅｍ１ｃｏｎｄｕｃｔｏｒ Ｗｏｒ１ｄ』１９９１年７月号 ，１３０へ 一ソ参昭 。

　ＤＲＡＭのセルは４Ｋから１Ｍまでブレーナ型を使用してきたが，１Ｍから３次元構造に

発展しており ，現在ではスタ ック型とトレンチ型の２種類を各企業は使用している 。前者は

トランジスタの上にキャバシタを積む構造で，後者はトレンチを深くすることによっ てキャ

パシタ面積を多くとる構造である 。トレンチ方式ははじめ日本電気と東芝が採用したが，日

本電気か４Ｍ第２世代版からスタ ヅクに切り替疋たため，現在，日本の大手ては東芝だけか

トレソチとな っている 。詳しくは，日経ＢＰ杜編『日経マイクロ デバイス』１９８９年８月号
，

８９～９６べ 一ジ ，および１９９０年６月号，６６～６９ぺ 一ジを参照 。

　日本半導体製造装置協会編『半導体製造装昼用語辞典』日刊工業新聞杜，１９８７年 ，２７９

べ一ジ ：日経ＢＰ杜編『日経マイクロ デバイス』１９９０年１０月号，５７～５９ぺ 一ジ参照 。

　日経ＢＰ杜編『日経マイクロ デバイス』１９９１年５月号 ，４６－７７べ 一ジ参照 。

　オーム 杜編『超ＬＳＩ　ＴＥＣＨＮＯＬＯＧＹ＆ＡＰＰＬＩＣＡＴＩＯＮ　ＮＯ．３ＬＳＩメモリのすべて』

オーム 杜， １９８６年３月を参照
。

　拙稿「半導体産業の寡占体制　競争的寡占体制分析一「下）」ｒ立命館経済学』第３７巻２号
，

１９８８年６月 ，９７～１０１べ 一ジ参照 。

　新世代は４倍の記憶容量を持つので，旧世代との価格差が５倍程度になると ，急速に世代

交替する 。新世代は旧世代の生産量が４分の１程度になると ，金額べ 一スで逆転する 。詳し

くは，ブレスジャーナル杜編，前掲書，５２べ 一ジを参照 。

　これらはあくまでも予想であるので，需給関係によっ てはかなりのずれが起こる 。同上 ，

（６１５）
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　　４７べ 一ジ，図７を参照 。

２８）詳しくは，日経ＢＰ杜編ｒ日経マイクＰ デバィス』１９９０年１０月号，３８～５３ぺ 一ジを参照 。

２９）［目本経済新聞』１９９１年７月１５日付け
。

ｎ　複数世代対応の研究開発体制一東芝を事例として一

１　東芝全体の研究開発体制

　本節では・ＤＲＡＭの研究開発体制のあり様を検討し ，半導体企業の研究開発の特徴

を描き出すことを課題とする 。とくにＤＲＡＭ市場において最大手企業である東芝の事

例を中心にして，この課題を果たすことにする 。

　まず，東芝全体の研究開発体制を概観する 。東芝の研究開発体制を一言で言えば，０

５年以上を要する基礎的な研究に取り組む本杜研究所，　３年から５年のタイムスパン

の研究に取り組む事業（本）部研究所，　それ以下の期間で製品開発を行う事業（本）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）部設計開発部門，の３つのレベルから構成されている 。これは，巨大企業の経営内部構
　　　　　　　　　　２）
造の特徴である三層構造にちょうど対応した研究開発体制とな っている 。

　研究所の概要は次のようにな っている（図２参照）。 本杜研究所は総合研究所をはじめ

として全部で４つの研究所，事業（本）部研究所は情報通信 システム 研究所をはじめと

して全部で８つの研究所を擁している 。その他に総合研究所内に新しく設置された環境

技術研究所と営業本部の下に設置された生活文化研究所がある 。ちなみに，総合研究所
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）はその中に１０の研究所と１つの特別研究室を持つ東芝研究開発体制の中心的存在である

。

　研究開発を推進していくための指針となる技術戦略は，東芝の場合は技術戦略委員会

で決定される 。重要な戦略的決定に関する制度として，特別研究開発制度と長期的全杜

テーマの２つの制度がある 。前者は将来重要となるであろう分野に全杜 レベルで取り組

む長期プ ロジ ェクトであり ，１Ｇ　ＤＲＡＭ開発をはじめとして６０近いプ ロジ ェクトがあ

る。 後者は将来の基盤技術強化のために３年程度の研究期間で取り組む重点研究分野で

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）あっ て， 薄膜形成，高密度実装なと１５のテーマがある
。

　東芝の研究所はこのように，日本国内だけしか設置されていないが，すでに海外に研

究所を設置し，研究開発体制の国際化をはか っているエレクトロニクス巨大企業もある 。

日本電気は，アメリカの ニュージャージー州に情報工学のための基礎研究所（ＮＥＣリ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
サーチ ・インスティチ ュート）を設立（１９８８年）しており ，日立製作所も ，イギリスのケン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）ブリッ ジ大学に研究室を設け（１９８９年），半導体デバイスの基礎研究を行っている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１６）



　　　　　　　　　　　　　半導体企業の研究開発体制（肥塚）　　　　　　　　　　 １８１

　　　　　　　　　　　　　　図２　東芝の研究開発体制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業通信システム事業推進部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１ｒ一一一一一一一一一一一一一一一一一一 二一１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］情報通信システム披術研究所 １

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｌ・… 　　
一・一．・・一・・…

　　一・」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１青報処理 ・制御システム事業本部
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｉ　　　

＿＿＿＿＿＿＿＿＿一＿＿＿＿＿　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｒ一・一　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
・ｌ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｈ情報通信システム技術研究所 ・

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　■ｉ一・・一・■．一・・一・．一・一・」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　］重電技術研究所 １

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｌ一・一一・・一・一・ 」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　清報通信機器事業本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　情報通信システム技術研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電波通信事業本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医用機器事業部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　医用機器技術研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子事業本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　記録媒体事業推進部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電子技術研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　半導体事業本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　化合物半導体開発部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　半導体技術研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家電事業本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　家電技術研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　エネルギー事業本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　原子力研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　重電技術研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　電機事業本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｌ「壷轟曼祷研究所１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部品材料事業本部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新素材応用研究所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ニューメディア事業推進部

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　カー・ エレクトロニクス事業推進室

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９９０年ｎ月１日現在

（出所）産業ジャーナル編『東芝グループの実態　９１年版』（株）アイ ・アール ・シー １９９０年 ，８４ぺ 一ジ ，

　　第Ｖ－３図 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（６１７）
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　最後に，研究開発を遂行するための東芝（クル ーフ）の研究開発投資額は年 々増大し ，

　　　　　　　　　　７）
１９８９年度には２，６５９億円に達している 。売上高に占める割合も６．３％になり ，同年の設備
　　　　　　　８）
投資額１，９７０億円を上回る規模である

。

２　東芝の半導体研究開発体制　　ＤＲＡＭの場合

　（１）東芝の半導体事業

　ＤＲＡＭ市場において世界第１位のノェ ァを持つ東芝は，世界の半導体生産高でも日

本電気についで第２位にある 。１９９０年の東芝の半導体生産高は７，０００億円となり ，第１

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）
位の日本電気との差は２５０億円で，ほとんど並んでいる 。

　東芝の半導体事業が文字どおり世界のトッ プクラスに躍りでたのは，それほど古いこ

とではなく ，１９８０年代後半以降のことである 。東芝はトラソジスタ時代から半導体事業

に取り組み，様 々な製品を生産してハラノスのとれた事業構造を有していたが，国内第

１位の日本電気（１９８１年の生産高２，６４０億円），第２位の日立製作所（同２，０６０億円）にかなり

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
の差をつけられていた（東芝は同１ ，７００億円）。 ＣＭＯＳ技術に見るべきものがあ ったとは

いえ，技術的に最先端を走 っているという状況になく ，民生用をべ 一スに製品展開を行

っていた。とくに玩在の東芝半導体事業を支えているＤＲＡＭは，コンピ ュータのメイ

ソメモリに使われるのだが，汎用 コソピ ュータ事業から１９７８年に事実上撤退したことは
，

急速に市場成長を遂げつつあ ったＤＲＡＭ市場への取り組みを遅らせるものとな った 。

　これが一転して半導体事業の活性化，とくにＤＲＡＭ強化を図るのが１９８２年のｒＷ作

戦」であ って ，きわめて積極的な事業展開を行な っている 。１９８６年からの１Ｍ量産は

２５６Ｋ市場が低迷している中での選択で，これが結果として東芝に１ＭＤＲＡＭ世界第
　　　　　　　　　　　　１１）
１位をもたらすことにな った 。

　（２）製品開発プ ロセス

　製品開発のプ ロセスを以下の研究開発体制の説明をするに必要な限りで，簡単に整理

する 。製品開発の順序は次のように進められる 。半導体の様 々な要素技術を開発するこ

とが第１段階として必要となる 。次に，開発した要素技術を使 って ，学会発表版の開発

と評価が行われ，その成果は毎年アメリカで開催されるＩＳＳＣＣ（Ｉｎｔ・ｍ・ｔ１・ｎ・１Ｓ・１１ｄ－Ｓｔ・ｔ・

Ｃ…山ｔ・ Ｃ・ｎｆ…ｎ・・ 国際個体回路会議）などで発表される 。そして ，製品版のサ：■フル出

荷カミ開始されるのだが，これには試験用サソプル（エソジニアリングサソプル＝ＥＳ）と商

用サンプル（コマーシャルサンブル＝ＣＳ）の２段階がある 。前者は半導体企業が評価結果

の報告をすることを条件に無償でユー ザー に配布するもので，５～６個単位であり ，後者

（６１８）




